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要旨 
近年のグローバル化に伴い、英語科教育における異文化間コミュニケーション能力や異文
化理解の育成が注目されて久しい。文部科学省も、「コミュニケーション能力の育成」を英
語科授業の主目標に掲げ、これまでの文法訳読を中心とした英語教育を改革しようとして
いる。しかし、我が国における英語科教育の機能は、相変わらず言語技能養成に留まって
いる場合が多い。このような現状を鑑みて、本稿では異文化間におけるコミュニケーショ
ン能力向上を主眼とした英語学習の可能性について考察する。特に、言語と密接に関係す
るとされる「文化コンテクスト」及び「非言語コミュニケーション」の二点について重点
的に論じる。 
 
１ はじめに 
 グローバル化の急速な進展の中、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催も見
据え、文部科学省は「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画（以下、「英語教育改
革実施計画」とする）を掲げ、2020 年からの導入を目指している。小学校中学年での外国
語活動の本格的な導入を初めとし、小学校・中学校の各段階を通して英語教育を充実させ
ることを目指すとともに、大学入試においても 4 技能測定可能な外部検定試験の導入を計
画する等、日本の英語教育は現在転換期を迎えていると言えよう。 
 これらの取り組みにおける一貫したキーワードは「コミュニケーション能力」だが、「英
語教育改革実施計画」の中でも繰り返されるこの「コミュニケーション能力」が、言語ス
キルのみを指すものではないことは、国内外の多くの言語学者が指摘している通りである
（Bachman & Palmer, 1996; Byram,1997; Hymes, 1972; 鳥飼, 1994）。日本の英語教育第
一人者である鳥飼は、コミュニケーションという行為を言語という次元のみで議論するこ
との危険性を指摘し、その本質は異文化を超えてメッセージを伝えることである、と述べ
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ている。そして、そのためには、言語知識のみならず、文化やその言語を話している背景
にある人々の考え方なども理解することが重要であると説いている。 
 また文部科学省は、英語教育改革の根拠として、欧州の『外国語の学習、教授、評価の
ためのヨーロッパ共通参照枠（Common European Framework of Reference for 
Languages: Learning, teaching, assessment、以下、CEFR とする）』(欧州評議会, 2001)
を参考にしているが、その作成者の一人である Byram も、「外国語教育はただ技術的なこ
とを教えるだけのものではない。我々は、言語的知識や技能だけでなく、他者や我々をよ
り豊かに理解し共存するために役立つ、「異文化間能力（intercultural competence）」を育
成できるような指導法や学習法を開発すべきである」としている(Byram, 2015)。 
 これらの教育者達が示唆するのは、英語の言語形態に関する知識よりも、英語話者同士
の文化的差異を考慮することが、コミュニケーションの成功に繋がるということである。
換言すると、これからの英語教育は、言語面に比重を置いた語学訓練に終始する事無く、
異文化コミュニケーターとしての包括的なスキルを提供しなければならない。そこで、本
稿では、英語教育における異文化間コミュニケーション能力養成について過去の文献から
検討し、大学における英語教育のあり方を考察することを目的とする。 
 
２ 英語教育とコミュニケーション能力 
 ここでは先ず、英語教育の目標やグローバル人材育成に関連した、日本政府の答申等を
概観し、日本の英語教育政策における「コミュニケーション能力」の位置付けを検証する。
次に英語教育と異文化理解能力や異文化間コミュニケーションの関連について整理する。 
 
2.1 英語教育におけるコミュニケーション能力の位置付け 
 初めに、文部科学省が掲げる英語教育改革の目標を紹介したい1。小中高等学校全ての段
階において、「コミュニケーション能力」を高めることを、英語教育の目的と位置付けてい
ることが分かる。 
 小学校 ： 中学年から外国語活動を開始し、音声に慣れ親しませながらコミュニケ
ーション能力の素地を養うとともに、ことばへの関心を高める。高学年では身近な
ことについて基本的な表現によって「聞く」「話す」ことなどに加え､「読む」「書
く」の態度の育成を含めたコミュニケーション能力の基礎を養う。 
 中学校 ： 身近な話題についての理解や表現、簡単な情報交換ができるコミュニケ
ーション能力を養う。文法訳読に偏ることなく、互いの考えや気持ちを英語で伝え
合うコミュニケーション能力の養成を重視する。  
                                                   
1 文部科学省ホームページ「今後の英語教育の改善・充実方策について 報告（概要）～グロー
バル化に対応した英語教育改革の五つの提言～」（2014）より引用 
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 高等学校：幅広い話題について発表・討論・交渉などを行う言語活動を豊富に体験
し、情報や考えなどを的確に理解したり適切に伝えたりするコミュニケーション能
力を高める。 
 また、遡ること 2000 年に、同じく文部科学省の「グローバル時代に求められる高等教育
の在り方について」という答申では、グローバル時代に求められる人材として、1)高い倫
理性と責任感を持って判断し行動できる能力の育成、2)自らの文化と世界の多様な文化に
対する理解の促進、3)外国語によるコミュニケーション能力の育成、4)情報リテラシーの
向上、5)科学リテラシーの向上、の５点を挙げている（文部科学省,2000）。ここでも、来
たるべきグローバル時代に向けて、異文化理解と外国語でのコミュニケーション能力を重
要視している。 
 さらに、2008 年に中央教育審議会が発表した学士力に関わる答弁においても、「多文化・
異文化に関する知識の理解」や「コミュニケーション・スキル」は、学士課程教育におい
て養うべき力の重要な一部と位置付けられている（文部科学省, 2008）。また文部科学省は
「グローバル人材」の定義について、以下の 3 要素が含まれるとしている。 
 
要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力 
要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感 
要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー 
 
 このように我が国の英語教育政策を概観してくると、外国語教育の核心となる目的とし
て、一貫して「コミュニケーション能力」の育成が掲げられていることが分かる。 
 
2.2 コミュニケーション能力の定義 
 上述の様に、英語教育においては、異文化の人々と積極的にコミュニケーションを取り
たいという気持ちを育むことが期待されているが、ではその「コミュニケーション」はど
のように成立するのだろうか。社会言語学者の Hymes (1972)は、外国語で効果的にコミュ
ニケーションをするためには、文法を始めとした言語的知識の他に、相手との関係や場面
において適切に言語を使いこなす能力が必要であるとし、言語能力 (Linguistic 
Competence)とは区別されるべき「伝達能力(Communicative Competence)」という概念を
提唱した。更に Canal & Swain(1980)は、Hymes の理論を踏まえつつ、伝達能力の内容を
明確に定義し、以下の４つの主要構成要素からなるとした。 
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1) Grammatical Competence（文法的能力） 
言語を正しく使いこなすために必要な語彙、構文、語形成、および音韻面での知識 
2) Sociolinguistic Competence（社会言語学的能力） 
特定の社会文化の中で言語を適切に使うための能力。語用論的能力 
3) Discourse Competence（談話的能力） 
一貫性や結束性がある一連の文や発話（＝テクスト）を理解し、産出する能力 
4) Strategic Competence（方略的能力） 
コミュニケーションの失敗を補償するため、または円滑に促進するために実行される、言
語的・非言語的ストラテジー、およびその他の統括的な知識や技能 
 
 1)の「Grammatical Competence（文法能力）」については、既に日本では長きに渡り、
学校での英語教育や受験勉強の中心とされていたものである。確かに、コミュニケーショ
ンを効果的に行うためには、語彙や文法の知識が不可欠であるのは間違いない。しかし、
文法中心の教育を長きに渡って続けていても、現在に至るまで多くの日本人が基本的な英
語 4技能習得を達成出来ていないことからも、文法能力育成に偏った英語教育は効果的で
は無いのは明らかである。 
 Hymes や Canal & Swain のモデルに異文化の視点を補ったのが、欧州の外国語教育者達
である。文法や語彙教授からの脱却を目指す言語教育観は、1990 年代以降に特に欧米諸国
やオーストラリアのような多文化社会で一般化して、各国の言語政策にも反映されていた
が（印田, 2010）、特筆に値するのは、Byram(1994)によるコミュニケーションの新定義で
あった。上述の CEFR の立役者でもあった Byram は、コミュニケーション能力は「言語的
能力」「談話能力」「社会言語的能力」「異文化間能力」の 4つから成るとし、外国語教
育では、言語的知識や言語技能だけではなく、「異文化理解能力」を育成出来るような指導
法を開発すべきであると主張した。 
 
３ コミュニケーションスタイルと文化コンテクスト 
 コミュニケーションの在り方は万国共通のものではない。そこには各言語に結びついた
様々な文化が展開されている。その内包された文化が、コミュニケーションの在り方に影
響しているのだが、果たしてどのようなルールに基づいているのか、言語学習者が自ら気
付くことは少ない。 
 文化コンテクストは異文化コミュニケーションにおいて、最も影響力を持つ要因だと言
える。1976年にHallによって提唱されたこの概念によると、世界中の文化は高コンテクス
ト文化(High-context Culture)と低コンテクスト文化（Low-context Culture）に大別され
るという。Hallによると、日本は高コンテクスト文化の代表であり、米国を初めとする欧
米諸国の多くは低コンテクスト文化に分類される。 
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 高コンテクスト文化は、古い歴史を持つ文化圏や単一民族で成り立つ国に多く見られ、
そのような地域においては、伝達すべき情報の多くは社会全体で共有されているため、最
小限の言語情報でメッセージが伝わる。対して、低コンテクスト文化圏は、多民族国家や
歴史的に新しい国家である場合が多く、共有するコンテクストが少ないために、殆どの情
報を言語化して伝達しないとコミュニケーションが成立し難い、という特徴がある。例え
ば、高コンテクスト文化の日本人は、必要なことを全て述べずに曖昧にして、あとは聞き
手の解釈に委ねるというコミュニケーションをとることが頻繁にある。「空気を読む」とい
う表現や、「以心伝心」という言葉からも分かるように、話し手が全てを言う前に聞き手に
理解を委ねることを好む手法である。 
 また、日本語のスピーチには意味のない形式的挨拶や前置き表現が多い。日本語として
は十分に理解可能であっても、これに機能的に対応する英語表現がない場合は、原文をそ
のまま通訳しても「意味」をなさないことに気付くべきである。 
 このような「語り手の文化背景が違えば、内容だけでは無く、語る分量や語り方そのも
のも違う」という現実は、果たして外国語教育で本当に認識されているだろうか。英語学
習の際に、「読む・書く・聞く・話す」の4技能を習得させることに加えて、コンテクスト
に代表される異文化の価値観の相違点を教えなければ、文部科学省が推し進めるところの
「コミュニケーション能力」は本当の意味では身に付かないのではないか。 
 
４ 非言語コミュニケーション 
 既に述べたように、我々が使用する情報伝達手段は、言語表現のみに頼っている訳では
無い。言語以外のコミュニケーションは非言語コミュニケーションと呼ばれ、対人コミュ
ニケーションの 65％はこれによって起こっているとされる(Birdwhistell, 1970)。また有名
な Mehrabian (1968)の実験によると、非言語コミュニケーションの占める割合は更に大き
く 93％とされ、言語が伝達するのは僅か 7％であるという2。この 2 者の数字は比較出来る
ものでもないが、両者共に非言語メッセージの重要さを主張している。以下に、英語教育
において非言語コミュニケーションを教授する必要性について具体的に説明する。 
 まず、言語表現と同じく、非言語的表現が意味するものは各文化圏によって異なる。よ
って、異文化間コミュニケーションが円滑に進むかどうかは、言語的知識のみならず、相
手文化の非言語メッセージを正確に解釈出来るか、そしてこちらも誤った非言語メッセ―
意を発しないかにかかっていると言える。この時、文法・語彙・発音の間違いよりも、例
えば敬意の表し方や沈黙の意味が異なることの方が、より大きなコミュニケーション・ギ
ャップを招きかねない。Hyde (1998）は、どんなに英語を流暢に話すことができても、誤解
や衝突を招きかねない文化的要素として、身体表現、沈黙、丁寧表現などの 14項目を挙げ、
                                                   
2 Mehrabian は、非言語コミュニケーションが占める 93％のうち、38％が声の高低や速さ
といった音声的な要素で、55％はジェスチャーや表情、接触等の非音声的な要素であると
した。 
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英語学習者はこれらを知らずして、効果的なコミュニケーションは出来ないと主張した。 
 例えば、日本人によく見られる相槌行動は、量的にも質的にも日本人に特有の非言語行
動であり、外国人の誤解を招き得ると言われる。日本人は、同感や共感の意味だけではな
く、相手が話していることをきちんと聞いていることの確認として相槌を 2－3 秒ごとに繰
り返すという（西田, 2008）。しかし、西欧圏、特に英語圏の人々にとっては、話が一区切
りするまで黙って聞くのが普通であり、日本人のような頻繁な相槌は、話を妨げる態度と
否定的に取られかねない（藤本, 2011） 
 非言語コミュニケーションについての知識は、前項で述べた Strategic Competence(方略
的能力)育成の観点からも必須である。方略的能力が「コミュニケーションの失敗を補償す
るために実行される、言語的・非言語的ストラテジー」を意味することから、非言語コミ
ュニケーションスキルや知識が果たす役割は必要不可欠であると言える。 
 ここまで、非言語コミュニケーションがコミュニケーション全般に果たす、現実的な役
割について言及してきたが、最後に異文化理解の観点からも、各文化に根差している非言
語コミュニケーションを教授することは不可欠な要素であることを指摘したい。効果的な
コミュニケーション方法の学習という目的だけでなく、対象文化の価値観や習慣を合わせ
て学ぶことは、国際理解を深める為にも重要であると考える。 
 
５ おわりに 
 本稿では、日本の英語教育において「異文化間コミュニケーション能力」を養成する上
で考慮すべき課題について、理論的観点から考察してきた。上述の様に、英語教育におい
ては、言語知識やスキル面のみならず「異文化理解力」の養成が不可欠であることが分か
った。この点を見過ごしてしまうと、幼少期より第二外国語学習を開始すれば、成人した
のちに英語でのコミュニケーションが可能である、すなわち国際化社会が求めるグローバ
ルな人材になることが出来る、という短絡的で誤った幻想を、英語教育に対して抱かせて
しまうであろう。 
 効果的なコミュニケーションは、語彙を正しい文法に沿って羅列すれば成立するもので
はなく、話し手がメッセージを送る相手の文化スタイルに合わせることが必要不可欠であ
ると認識しなければならない。互いの文化を理解することや、発話行為における非言語行
為の持つ意味を理解すること無くして、文化を異にする人々とのコミュニケーションは成
功しない。本稿では、コミュニケーションに大きく影響を与える要因として、文化コンテ
クストと非言語行為が重要であると述べて来た。これらの文化的相違を、英語学習者に教
授しない限り、効果的な異文化間コミュニケーションは実現しないと考える。 
 現代の英語教育においては、言語能力を習得させるだけでは不十分で、併せて言語の背
景にある多様な文化に対応できる「異文化間コミュニケーション能力」も育成しなければ
ならない。そのため自文化を深く知り、異文化の相手に正確に説明する能力を養成し、接
触する相手の文化について理解を深めさせるような英語教育を目指すべきであろう。英語
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教育で育むのは言語能力であり、異文化理解能力は「異文化理解」等の講義において別建
てで養成する、という現在主流となっているカリキュラムは見直しが必要である。各文化
の持つ価値観の相違がコミュニケーションに与える影響についても理解させることで、よ
り効果的な英語教育が可能になるのではないか。 
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